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月曜３限：道垣内弘人教官　　

☆法学とは何ぞや☆

社会科学＝社会構造の分析

↓

法学＝法律の持つ社会的意義に視点を置いた社会構造分析

法的ルール（自然発生oｒ意図的発生）　

　　　↓別の意味を持つようになる

　　　社会に影響を与える　　
　　　　　　　　　　　　　　 
法律は網羅的ではない---社会の後追い　　　　　　　　　　　　　　　

ex)電話、インターネットによる新問題　――――――→　法学研究の
ある問題⇔ある判決→　立法はどうなる?！　――――→　　　目的　
（法律や社会に対する解釈は多数ある）　　　　　　　　　　　↑

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜
社会の変容／法律の穴を埋める→法律の追加＆廃止についての議論

・・・・・・ここまで前置き・・・・・・

☆法の分類☆

①公法と私法

	
	定義
	例

	公法
	国家や地方公共団体内部または

国家・地方公共団体と私人の関係を定めた法律
	刑法

所得税法

国会法

	私法
	私人と私人の関係を定めた法律
	民法

商法


　　


　

昔は絶対的上下関係（神と非神）

＝法の発達はあまりない　　　

　　　　　平等であるため争いが起こりやすい。

この争いを収めることが支配の正統性を示す＝古くから法律が発達してきた　

	○不法行為

○契約　 etc


　
　　　　

※私法の中で発達した概念が公法へ適用されていった

　　　　　　　　　　（社会契約論など）

②私法の中の分類

一般原則を定めた部分→民法

特別な場合を定めた部分→商法・手形法・借地借家法

	Ex)　一般的な契約∈民法

賃貸人と賃借人の契約∈借地借家法　　　


※賃貸契約は２年→２年で追い出されると賃借人が生活に困る→だから特別

	Ex2)　個人と個人の売買∈民法（債権１０年）

　　　会社同士の契約∈商法（債権５年） 


※取引はスピードが重要→だから特別

③民法の中の分類

＜民法＞

第１編…総則　←一般的なものを前へ（図書館的分類）

第２編…物件

第３編…債権

第４編…親族

第５編…相続

＜第３編：債権＞

　第１章…総則

　第２章…契約---------第１節…総則

　　・　　　　　　　第２節

　　・　　　　　　　　・

※１つの事柄に関する法律が色々なところに散らばっている

→色々なところを調べないと分からない→誰にでもわかる分類が必要

一つの事件が民事刑事両側面を持つこともある。

例）傷害事件で懲役３年かつ損害賠償請求

裁判外での解決も多い（交通事故処理センター・消費相談センター・保険会社）

→このような公的解決でも法律が適用されている。
☆近代私法の三原則☆

①所有権絶対の原則

	Ex) 国立市の高層ビル…景観を害するから７Ｆ以上を切り取れ

　　　　　　　　　　　↓訴える（勝てると思ってない。社会に訴えたい）

　　　　　　　　　　　地裁で勝訴（H14,12,18．おめでとうございます）


↑所有権と公共性の対立


←封建的土地支配における所有権

※下との関係では所有者であるが、

上との関係では所有者でない.

●封建経済の基盤　●流動の阻害

――――→1789：フランス革命にて

	封建制の打破＋ブルジョワジーの要求（安定かつ迅速な取引）

＝単純で絶対的な所有権…un droit inviolable et sacre／人権宣言より  　　　　　　　　　　


↓日本の場合も同様

　　　　　　　

墾田永年私財法・上土権
――――→1868：明治維新―――→戦時中

　　　　　所有権絶対←――――→疎開・建造物取り壊し・鉄集め


　　　　　　　　　　所有権VS公共性

――――→1919：ワイマール憲法

Eigentum verpflichtet…団体主義的　「所有権は全体利益のために行使されるべきだ」

↓

所有権絶対の原則―→戦後

個人主義の強調＝所有者の自由の強調

近代的所有権論 ～マルクス理論～

「近代法における債権の優越的地位」我妻 栄
農耕社会…土地所有が重要

　｜　　　（土地を含む財を利用）

　↓貨幣経済の進展

物権(債権)∋所有権　

	土地所有権より

土地利用権が重要


≪近代法では利用権の保護が重視される

Ｅⅹ）地震売買　　　　　　　　　　　　　　　賃借人保護

Ｍ42.建物保護に関する法律

Ｔ10.借地法・借家法

（契約期間２年・賃借人は賃貸人に

正当事由なき場合、契約更新が可能）

↓優良な民家借家の供給が減る
Ｈ３.定期借地権

Ｈ11.定期借家権

民法175条　物権法定主義－法律に定められた以外の物権を作ってはいけない　

注：債務者の土地家屋の抵当権をみ●ほ銀行が持っていた場合、

●ずほ銀行は他の債権者を排除して差し押さえができる。

※抵当権は物権である。
物権法定主義


Ａさん（所有権）

領主（所有権）


　Ｂさん（開墾した人の権利）

↑一つの土地に対

して色々な人が権利をＣさん（肥料をやる人の権利）　　　…肥料？？？
持っていた。　　　　　　　　　

※登記制度によって公示するため→物件の数を制限し、内容を法律で規定しなくてはならない。

　＝ため池の話＝　　

　　

　　　　　　　　Ａ　　　　　　Ｃ

　　　　　　　　　　地震売買　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ（昔から水を引いている）

水を引く権利は法律に規定されていない→Ｂさんは水を引いてはいけない

	大判Ｔ６.02.10：民録23輯138頁

　Ａ
土地

売↓

Ｃ　　　　　Ｂ（上土権）

（所有権）

Ｃが立ち退きを要求し勝訴。

	大判Ｓ15.09.08：民集19－1611

　Ａ
売↓
源泉

　Ｃ　　　　　Ｂ
　（所有権）　　（湯口権）

Ｂの湯口権が認められる。


‣地震売買…地上権や土地の賃借権の登記がなされていないことに乗じて、賃貸人が建物の存在する土地を第三者に譲渡すること。地価騰貴などの際に賃借人に明渡しや地代の値上げを迫るために、多くは仮装の売買をし、借地上の建物の存続を危うくすることからこう呼んだ。この幣を除くため1909年に建物保護法を制定（91年借地借家法に統合）

‣人身売買…人格を認めず、人身を商品と同一視して売買すること。＞広辞苑　　　　　　　　　　　　　　　　

　＝入会権の話＝

山の使い方…慣習で決まっていた

↓

地租改正で国有化　　　　　　　　　　　

入会権は法律で認められている・・・・国有地に入会権は存在しうるか！？

	大判Ｔ4.03.16：民録21輯328頁

　入会権―――――→消滅

　　　　（国有地化）


＜小繋事件＞

	最判Ｓ48.08.13：民集27－2－271

「国有地にも入会権を認める」

　　　　（もう要りません）


　Ａ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
売↓　　　山　　　Ｂ・Ｄ・Ｅ…（入った）

　Ｃ

全員逮捕（！！！）

＝セブンイレブンの話＝

レジ→ホストコンピューター―――――――→配送センター→配送

システム全体には新しい発明がない。―――→知的所有権がない
②契約自由の原則

＝意思決定論＝

ＡとＢが契約を結ぶ←他者の介入はできない

※権利義務関係は当事者同士の自由意志によって決定される　

	他者とは…国王・政府／神


＜アンシャンレジーム期＞

国王の権限強い～売買契約に干渉～ブルジョワに不都合

お互いの利益が最大になるように妥協した上での契約→権利義務関係に拘束される　　　　　　                  

＊行為能力＊　…自らの利害関係を合理的に判断して契約する能力

未成年者

成年年被後見人（元禁治産者）　　　　　↖
被保佐人・被補助人（元準禁治産者）　←精神上の障害により、事理認識能力がない
契約を取り消すことができる。                     

	※契約に拘束されない場合

１）未成年者・成年被後見人・被補佐人・被補助人が単独で契約をした場合

２）強迫・詐欺が行われた場合

３）錯誤があった場合　　　　　　　　　　　　錯誤…＄100を米ドルと豪ドル

　１・２は取り消し可能、３は契約無効　　　　　　　で間違えた場合など


＊消費者保護＊

Ｓ51：訪問販売法
　　　クーリング・オフ―８日以内の無理由解除

→「訪問販売じゃなきゃいいのよ！」

→アポイントメントセールス／キャッチセールス／ＳＦ商法…
→Ｓ63：クーリング・オフ対象になる

Ｈ12：特定商取引法

　　　消費者契約法→事業者は正確な情報を十分に与える義務があり、

　　　　　　　　　断定的な情報を提供してはならない

消費者保護＝契約自由の原則の実質化

＝契約正義論＝

※契約の拘束力の根源は意思だけでなく正義にもある。

※自然的正義に適った契約は拘束力を持ち、国家の保護が与えられる。

	神政時代…契約は意味を持たない

ギリシャポリス時代（民主化）　　

プロタゴラス

ソフィスト―ノモス・ピュシス

　アリストテレス―ノモス←ピュシス（自然的正義）

　↓

自然法思想


＜ワイマール憲法における団体主義的契約＞

売買・賃貸借＝対立型契約「騙される方が悪い」

委任＝依存型契約「信頼関係の下に成り立つ契約」

Ａ――→Ｂ（ＡはＢを信用し、ＢはＡに対して義務を負う）

対立型契約では一方の側のみが利益を得る可能性がある

→全体主義社会にとって不都合

→依存型の原則が対立型契約の中に導入されていった

③過失責任の原則


＝刑事と民事の話＝

→例えばＡ（独身）が

Ｂ（妻子持）を殺した　　　　　　　　　　国家　　　　Ｂ（dead）　

とする。　　　　　　　　　　Ａ　　　　　　　　　　　　　　（扶養）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｃ　　　Ｄ　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（損害を被る）

民法第709条　不法行為…故意または過失の場合にのみ責任を負う　　←何で？

History＞

ハンムラビ法典（B.C.17C.）、十二表法（B.C.５C.）→同害報復（民事も刑事も）

ローマ法（B.C.３C.）→損害賠償の思想　　

※故意または過失を要求…責任は個人の内面にある。人の外面的行為のみには責任を問えない。（アリストテレス哲学）
ガリア地方のゲルマン法　　　　　ローマ法

（原因主義）　　　　　　　　　　（道徳的答責）

近代法において

「故意又は過失」＝合理的とされる　　産業の変化

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→事故増加

人口の密集　　すべてに責任をとっていると

　　　　　　　 市民（ブルジョワジー）

の自由な活動が阻害される。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	大判T05,12,22　民録22輯2474頁

◆大阪アルカリ事件◆

大阪アルカリ火薬工場→亜硫酸ガス排出…米に被害

「相当な設備がある場合は損害責任を問わない」（戦争の影響）　　　　


Ⅰ)過失の客観化
故意または過失＝心理状態として片付けてよいのか？

　注意深い人の過失→道徳的非難の対象

　注意力散漫な人の過失→非難なし「その人なりに最大限の注意を払っていた」

市民の自由の確保（市民が賠償責任を負うことなく自由に活動できるように）

	セールスドライバーに轢かれた　…轢かれたことに

若葉マークに轢かれた　　　　　変わりはない


加害者の視点　　　　
↓シフト

被害者の視点　　

＜responsible man rule＞

  医師という類型　　医師として／弁護士として求められる注意力

　弁護士という〃　　

＜実際の訴訟プロセスの中で＞

　個々人の注意能力を立証していくことは不可能　心理状態→行為義務違反
	Ex)　誰かが倒れた！→保健センターに運んだ→動かしてはいけなかった！！

→業務上過失致死？？？


	Ex2)　誰かが倒れた！→保健センターに運んだ→動かしてはいけなかった！！

→運んだ人は医者だった（わかるはずだった）→責任を問われる　　　


過失の客観化→類型化

Ⅱ)報償責任思想　

利益を上げようとして生じた損害には故意又は過失がなくても賠償を負う　　

法人←―――――→自然人
精神によって人間　　　いわゆる生身

として扱われる。　　　　　　　　　　法人に精神はない→責任を問えるのか？？？
民法§715：使用者責任

法人　　　
　　　　　　　使用者が責任を負う
被用者　　　損害
Ⅲ)損害の大規模化
・大事故化…原子力事故など

・多数化…自動車事故

無過失責任主義（過失がなくても責任を取ろう）

Ex)原子力損害補償法

自動車損害賠償保証法…自動車の運行自体が何らかの利益を得る行為である。

Ⅳ)事故の必然化…誰にでも不注意はある。

自動車運転時→たまたま左右確認しなかった→たまたま人がいた！→たまたま避けられなかった→轢いた→轢いた人だけに責任を負わせていいのか？？？

ニュージーランド事故法

自動車保有者全体→保険機構→被害者　　　飲酒運転は対象外。

加害者は直接被害者にお金を払わない。

＜民法§709＞　　

故意または過失

↓（因果関係）

権利の侵害

↓（因果関係）

損害→賠償

⑴故意＆過失

　■立証責任は全面的に被害者にある

※過失＝～すべきで（あった／なかった）のに（しなかった／した）　複合同順

→実際に証明することは難しい。

	Ex)新潟地判（ｓ46.09.26）

昭和電工の廃水→魚→喰らう→有機水銀中毒症

→事件が起こった時点で操業停止（＝証拠がない）→泥を調べた


Ｈ６．製造物責任法…「故意または過失」を直接立証しなくてよい。

⑵権利侵害

　Ex1)婚姻外性関係　　　　　　　　　　　　　　　　※不倫は夫の自由意志

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→相手の女性は権利侵害

　　　　　　　　　　　　　　　　　 賠償請求　　　をしているのか？

　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　共同生活を

送る権利　　　　　　　　　　　　

　

Ex2)プライバシーの権利　～道垣内とベッカム～

道垣内の写真が無断公開された！→プライバシーの侵害

「民法入門」の表紙にベッカム！→売れるのか…？

東京高裁H3.09.26　判時1400‐1／おにゃんこくらぶ事件

「パブリシティーの権利」…自分の顔で商売する権利←→報道目的の使用

　　　　　　










社会





私人





私人





国家・


地方公共団体





国王





臣下





幕府


府





藩





農民








土地所有者





第3者





賃借人





出てけ





賃貸借





売買





土地








勝手に水なんか引いてんじゃねえよ！
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